


































産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28～30年度：計画作成主体：志賀町農業活性化協議会）（石川県）

対象品目 ：ころ柿（産地面積86ha）
主な取組主体：ＪＡ志賀ころ柿部会
成果目標 ：販売額の10％以上の増加
基準(H27年度)販売額：135,486円/10a（84.4ha）
目標(H30年度)販売額：149,903円/10a（86.0ha）

導入施設等 ：生産支援事業（機械リース）
冷却機能付除湿器、全自動皮むき機、

自動包装機、動力噴霧器

ポイント

取組成果

【安定生産体制の整備】

冷却機能付除湿機の導入によりカビの発生
を抑制し、高品質・安定生産体制を整備

【生産量拡大による販売額の増加】

産地面積の拡大、加工・防除作業の効率化
により生産量を増加させ、販売額の増加を
実現。

産地体制

地域における独自の取組

・ＧＩ登録によるブランド力強化、アジア圏への輸出拡大の推進
・産地面積の拡大、生産者数の増加を図る

〈主な取組〉

機械リース
・病害虫の適期防除

・販売額増加

ころ柿の販売額
１９．３％増加
（達成率１８０．７％）

取組の概要

Ｈ27 Ｈ30Ｈ29

JA志賀ころ柿部会

羽咋農林事務所
志賀町

指導・助言

（基準年）
実績値

石川県
志賀町
旧志賀地区

135,486円/10a

161,534円/10a

144,558円/10a

136,924円/10a

目標値149,903円/10a

Ｒ元

【革新的な方策（産地イノベーション）】

冷却機能付除湿機の導入によりカビの発生を抑制し、商品化率の向上を図るとともに、
動力噴霧器、全自動皮むき機等、自動包装機の導入により、防除・加工・包装作業の効
率化を図る。

実
需
者

需要に応じた供給

【取組の主題（テーマ）及び課題】
当該産地で生産される干し柿「能登志賀ころ柿」は、平成28年10月に地理的表示(GI)と
して登録され、ブランド力向上・販売拡大が期待されている。しかし、昨今の気象変化に
より、ほ場での炭疽病の多発や11月の自然乾燥時が高温多湿となり、カビが発生すると
いった課題が浮き彫りになっていた。また、ころ柿はセロハンで１個ずつ手作業で包んで
いたため、人的労力を要するのと、化粧箱による販売しかできないため、販売の多様化
が求められていた。
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